
 

 

事故救済制度素案の概要について 

 

１．制度の骨格 

  「給付金制度」（事前登録不要。賠償責任の有無に関わらず支給）と「賠償責任保険制度」の２階建て方式。 

   ※事故発生後、①給付金を先行して支給、その後に、②賠償責任が認められれば、保険金を支給する（その際には、先行して支給した給付金額分は控除）。 

 

⇒ 賠償責任の有無にかかわらず広く救済することが可能【給付金制度】 

     ⇒ 事前登録の必要なく救済することが可能【給付金制度】 

     ⇒ 賠償責任保険を事前登録（認知症と診断された人が対象）とし、認知症の早期受診を促進【賠償責任保険制度】 

 

２．対象者・給付金等 ア 

 加害者 

神戸市民 市外 

責任無し 責任有り 

責任無し 責任有り 
①給付金制度：給付金を先行して支給 

②賠償責任保険制度：賠償責任が認められれば、 

保険金を支給する（給付金分は控除） 

被
害
者 

神
戸
市
民 

対人 

【給付金制度】 

・死亡 最高3000万円 

・後遺障害 75万円～3000万円 

・入、通院 

入通院日数 入院 通院 

31日以上 10万円 5万円 

15～30日 5万円 3万円 

8～14日 3万円 2万円 

7日以内 2万円 1万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

【賠償責任保険制度】 

限度額1億円（又は2億、3億）） 

（他の制度との減額調整あり） 

【給付金制度】 

・死亡 最高3000万円 

・後遺障害 75万円～3000万円 

・入、通院 

入通院日数 入院 通院 

31日以上 10万円 5万円 

15～30日 5万円 3万円 

8～14日 3万円 2万円 

7日以内 2万円 1万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

【給付金制度】 

・死亡 最高3000万円 

・後遺障害 75万円～3000万円 

・入、通院 

入通院日数 入院 通院 

31日以上 10万円 5万円 

15～30日 5万円 3万円 

8～14日 3万円 2万円 

7日以内 2万円 1万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

対物 

【給付金制度】 

・財物損壊 最高10万円 

・休業損害 最高5万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

【賠償責任保険制度】 

限度額1億円（又は2億、3億）） 

（他の制度との減額調整あり） 

【給付金制度】 

・財物損壊 最高10万円 

・休業損害 最高５万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

【給付金制度】 

・財物損壊 最高10万円 

・休業損害 最高５万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

市
外 

対人 

【給付金制度】 

・被害者見舞 最高10万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

【賠償責任保険制度】 

限度額1億円（又は2億、3億）） 

（他の制度との減額調整あり） 

イ 

対物 

【給付金制度】 

・被害者見舞 最高10万円 

（自賠責、労災のみ減額調整あり） 

【賠償責任保険制度】 

限度額1億円（又は2億、3億）） 

（他の制度との減額調整あり） 

鉄道遅延 ウ － 

【賠償責任保険制度】 

限度額1億円（又は2億、3億）(＊1)  

（他の制度との減額調整あり） 

－ － 

類焼被害 ウ － 

【賠償責任保険制度】 

限度額1億円（又は2億、3億）(＊2) 

（他の制度との減額調整あり） 

－ － 

本人の傷害死亡 

【傷害死亡・後遺障害保険（事前登録必要）】 

交通事故、交通乗用具の火災による事故によって死亡又は後遺障害を負

った場合に支給（＊3） 

・死亡   100万円  

・後遺障害 42万円～100万円  

－ － 

＊1 身体障害・財物損壊を伴わない純経済損失などは対象外（身体障害・財物損壊を伴う電車の遅延損害等の損害は対象） 

＊2 火災による物損（重過失除く）は対象外 

 ＊3給付金と重複して支給する場合有り 

 

３．要件等 

 給付金制度 賠償責任保険制度 

① 責任能力の有無 責任能力の有無を問わず 責任能力有り 

② 事前の登録 不要 必要（保険加入）キ 

③ 事故発生地 日本国内のみ 日本国内のみ 

④ 法人 対象外 エ 対象（他の救済制度等との減額調整を行う） 

⑤ 個人（事業損失） 対象 対象（他の救済制度等との減額調整を行う） 

⑥ 同居親族 対象 オ 対象外 

⑦ 減額調整 自賠責・労災保険以外調整無し カ 他の救済制度等との減額調整を行う 

⑧ 示談対応 無し 示談交渉サービスセット 

⑨ 認知症の人にやさ

しいまちづくり推

進委員会での判定 

給付金は推進委員会の判断で支給 賠償責任保険等は受託者の判断で支給 

 

資料６ 

【検討事項 オ】 

同居親族の被害に対する給付金の 

支給をどうするか 

【検討事項 カ】 

他の公的救済制度、加害者からの 

賠償との減額調整をどうするか 

【検討事項 キ】 

賠償責任保険加入の対象者をどうするか 

・診断制度で認知症と診断された人 

・すでに診断を受けている人 

※素案では「診断の受診者及び見守りの 

対象者」 

【検討事項 イ】 

被害者・加害者とも市民以外で、親族・監督義務者が 

神戸市民の場合の給付金の支給をどうするか 

【検討事項 ア】 

給付金額は妥当か 

【検討事項 エ】 

法人（例えば施設内の事故）に 

対する給付金の支給をどうするか 

【検討事項 ウ】 

鉄道遅延と類焼被害の給付金の 

支給をどうするか 



 

 

４．運用支援 

①事前相談・申請受付対応支援 

 ・事故救済制度の概要説明（一般照会） 

 ・事故受付対応（給付要件確認） 

②事故事実の調査支援 

 ・事故状況、損害状況の確認 

 ・有無責の判断、解決イメージの構築 

 ・対応方針の決定 

 ・他に責任分担すべき者がいる場合の対応 

③給付判定支援（給付の可否や給付額の査定案の作成 

 ・保険金請求に必要な書類の案内、取付 

 ・保険金額の算出と解決支援 

④判定委員会運営支援 

 ・事案レポートの作成、提出 

 ・事案管理表の作成、提出 

 ・判定委員会運営支援 

⑤不服申立・訴訟対応支援 

 ・不服申立、訴訟対応支援 

 ・訴訟対応支援（賠償事故の場合） 

 ・不正、不当請求等疑義事案への対応支援 

⑥マニュアル・帳票等支援 

 ・事故対応マニュアル、Ｑ＆Ａ、帳票類の作成 

 ・市、判定委員会における勉強会の開催 

 

５．普及啓発 

制度案内冊子の作成、発送・配布 10000部 

・事故救済制度の概要、事故発生時の連絡先、事故発生から給付までの流れなどをまとめた「制度案内冊子」を作成する。 

・高齢者安心登録事業の登録者や認知症検査の受診者に対する同冊子の発送・配布を通じて制度情宣と認知症検査促進を図る。 

 

６．事故予防の取組み 

①リスクマネジメントサービスの実施 

 ・福祉施設向けリスクマネジメント研修 

 ・地域住民向け交通安全セミナー 

 ・シニアのための交通安全冊子の配布 

②地域見守りネットワークを活用した事故予防（「まもるっく（ＧＰＳ）」「みまもりタグ・感知器」）ク 

 ・ＧＰＳ（まもるっく）の配布 

 ・「みまもりタグ」の配布 

 ・みまもりタグアプリの導入 

・みまもりタグ感知器の設置 

 

７．所要額（概算見積額） 

①初年度経費 

・基本経費 

◎給付金制度（約定履行費用保険）    33,668,100円（＠22円×1,530,368人） 

◎責任保険（支払限度1億円）          97,840,400円（＠1,400円×69,886人） 

◎運用支援（コールセンター：平日9時～17時）ケ  5,295,000円 

計136,803,500円 

 

 ・追加経費 

○責任保険（支払限度2億円）          ＋ 7,687,460円（＠1,510円×69,886人＝105,527,860円） 

○責任保険（支払限度3億円）         ＋15,374,920円（＠1,620円×69,886人＝113,215,320円） 

○運用支援（コールセンター：24時間365日）ケ ＋19,347,000円 

○制度情宣（普及）            ＋ 1,380,000円 

○見守りネットワーク構築           ＋11,464,200円 

最大 計184,369,620円（上記の追加経費のみ反映） 

 

  ※賠償責任保険の1人当り保険料は変動する場合有り。 

 

②２年目以降 

 ・給付金制度は事故の発生率より増減（給付金） 

通算損害率 2年度目 3年度目 

20%未満 △10％ △20％ 

～45％未満 △ 5％ △10％ 

～80％未満 － － 

～105%未満 ＋ 5％ ＋10％ 

105％以上 ＋10％ ＋20％ 

 ・賠償責任保険の1人当りの保険料は変動する場合有り（事故の発生率による増減は無し）。 

 

 

【検討事項 ケ】 

コールセンターの開設時間 

をどうするか 

【検討事項 ク】 

見守り（ＧＰＳ等）について事故 

救済制度と併せて導入するか 


